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研究成果の概要（和文）： 消費者の安全に対する意識は高まっており、貿易と安全の両立は緊切な政策課題で
ある。本研究では、個票及び市場レベルデータの構築、分析手法の開発、政策提言と、分野横断的かつ専門性の
高い研究を行い、例えば、日本人消費者の輸入鶏肉の残留動物医薬品や放射能汚染への支払意思額の推定、EUの
RoHS指令・REACH規制などの製品安全規制の途上国企業の生産コストや輸出競争力への影響の推定など貴重な研
究結果を得た。

研究成果の概要（英文）：The consciousness of consumers about product safety has been increasingly 
elevated, and the balance between trade and safety is one of the major policy agenda. This research 
project conducted highly professional studies on this matter including the building of individual 
and market-level data, development of analytical methods, and providing policy prescriptions. The 
major achievements of this project includes, for example, the estimation of the willingness to pay 
of Japanese consumers for veterinary drug residues and radioactive contaminations in imported 
poultry meat, the estimation of the impact of the EU RoHS and REACH regulations on the production 
cost and export competitiveness of development country firms.

研究分野： 国際経済学、開発経済学、環境経済学
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１．研究開始当初の背景 
 
貿易財に対する製品安全規制の影響につ

いては、近年貿易の実証分析の分野で盛んに
研究されるようになってきており、EU の食
品安全規制の厳格化がアフリカの食品輸出
を減少させることを実証した代表者の
Otsuki et al.(2001)をはじめ、貿易データ
を用いたグラビティモデルによる分析を中
心に発展してきている。しかし、工業部門で
の貿易分析は乏しく、分担者・本田の Honda 
(2012)の EUの RoHS 指令の影響の分析などに
限られる。さらに、安全性の改善には対応費
用が伴うため、製品安全規制の影響は消費者
と生産者では異なると考えられるが、市場デ
ータを用いた貿易分析では需要と供給への
影響を識別していない。ただし Xiong and 
Beghin (2013)などは例外的に構造的グラビ
ティモデルにより識別を行っている。また、
輸出国が規制の厳しい輸出先国から規制の
緩い国へシフトする「輸出先変更」や、輸入
国消費者が安全性の高い国からの輸入や、安
全性の高い品目へ消費をシフトさせる消費
者の「代替反応」は既存の手法では捉えられ
ない。 
また、ミクロ計量分析は市場レベル分析と

違い個々の消費者や企業の異質性の反映が
できるが、製品安全規制の影響を扱ったミク
ロ計量分析は極めて少ない。消費者への影響
を分析した研究は皆無であり、また企業への
影響については安全基準や品質基準が途上
国企業の輸出競争力や生産費用への影響を
計量分析した Maskus et al. (2013)、Otsuki 
et al. (2014)など一部を除き記述的な研究
が占めている。さらに、サプライチェーンの
輸出先国規制への対応の促進が上流企業の
製品安全性向上につながるメカニズムにつ
いて連携者・道田の箭内・道田（2014）で論
じられているが、実証研究は存在しない。ま
た、Otsuki et al. (2014)の実証結果から規
制対応の価格転嫁が不十分であることが示
唆されるが、価格転嫁度や輸入拒否率の輸出
企業の行動（規制対応や輸出先変更など）へ
の影響についてはほとんど知られていない。
さらに、製品安全規制の厚生への影響の分析
もなされていない。 
このように製品安全規制の実態とその影

響の研究については未知の部分がまだ多く、
その体系的な解明が世界レベルでの経済成
長や厚生の改善に資すると考え、上記の着想
に至った。 

 
２．研究の目的 
 
貿易自由化と消費者の安全・安心の保証は

いずれも各国政府にとって重要課題である
が、製品安全規制は生産者に追加的費用を生
じさせ非関税貿易障壁となる可能性が懸念
される。過剰な製品安全規制により世界貿易
機関のTBT、SPS協定違反が増加傾向にあり、

今後TPPなど地域貿易協定においても同様の
問題が顕在化すると思われる。本研究では、
製品安全規制が消費者と生産者に対してそ
れぞれ持つ需要促進効果と貿易費用効果を
分離・識別できる構造的グラビティモデル、
さらに需給別ミクロレベル分析にも消費者
のコンジョイント分析、企業の費用分析など
先駆的な分析手法を駆使することで規制の
貿易への影響をミクロ・マクロレベルで体系
的に明らかにし、さらに一般均衡分析による
厚生分析により各国に対する貿易と製品安
全規制の最適な政策の設計を検討する。 

 
３．研究の方法 
 
 本研究では、製品安全規制の広範なチャネ
ルを経由した各国経済への影響を実証的に
解明する。消費者ミクロ分析・企業ミクロ分
析・市場レベル分析ユニットにおいてそれぞ
れ分析を行い、それらの結果を統合し、多面
的な政策提言を行う。 
 
（１）消費者ミクロ分析 
日本と米国の消費者アンケートデータに基
づき、輸入国消費者の安全性・品質に対する
価格プレミアムの分析を行う。 
 
（２）企業ミクロ分析 
企業のミクロ分析では企業サーベイデータ
を用いて、アジアの途上国の輸出企業の輸
出・生産レスポンス、グローバルサプライチ
ェーンの役割を分析する。 
 
（３）市場レベル分析 
構造的グラビティモデル分析など多国間市
場データを用いた分析により需要と供給効
果を識別しながら製品安全規制の貿易参入
とフローに及ぼす影響や価格効果を推計す
る。1 国市場データを用いた需要システム分
析により消費者の代替行動を推定する。 
 
４．研究成果 
 
 消費者の食品安全・製品安全に対する要求
は年々高まっており、貿易自由化と消費者の
安全・安心の両立は各国政府の緊切な問題で
ある。平成 27 年度においては、消費者ミク
ロ分析・企業ミクロ分析・市場レベル分析ユ
ニットにおいてデータ収集、分析手法の吟味
を行いカリフォルニア大学バークリー校で
予備的研究結果の発表を行った。平成 28 年
度においては、各ユニットにより、本格的な、
データ構築、分析手法の発展、さらに、手法
のデータへの応用と修正を行い、分析結果を
まとめ、国際経済学会で発表を行った。平成
29 年度においては、セミナー等でのフィード
バックを生かし、研究の見直しとロバストチ
ェック、そして論文としての仕上げを行った。
この 3年間で、計 7本の論文と 3本の著書の
章、1本の書著の共編著を完成した。 



 研究の発見として、重要なものの 1つとし
て、日本人消費者の輸入鶏肉の残留動物医薬
品や放射能汚染の程度の違いに敏感に反応
し、30％～120％程度の価格プレミアム（支
払い意思額）があることを特定したことであ
る。もう 1 つは、EU の RoHS 指令・REACH 規
制などの製品安全規制は、ベトナム、マレー
シアの製造業企業の生産コストを 50％程度
高める一方、消費者に対しては安全性のシグ
ナリング効果で輸出先国が増えるなど、総合
的には企業にとって望ましい効果があるこ
とを推定したことである。さらに、多国間パ
ネルデータを用いた食肉貿易のグラビティ
モデル分析で、需要喚起効果と貿易費用増大
効果の両方を構造的に推定し、それぞれが統
計的に有意であることを示したことも重要
な貢献である。これら研究結果は、既存の分
析手法の改善により始めて可能となったも
のであり、手法そのものの提案も論文の中で
行われており、手法開発の面でも重要な貢献
を行ったと言える。 
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